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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第46期
第１四半期
連結累計期間

第47期
第１四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 5,734,728 6,946,987 24,698,208

経常損失(△) (千円) △176,851 △392,627 △221,663

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純損失(△)

(千円) △194,898 △423,144 △581,674

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △715,828 △582,980 △899,205

純資産額 (千円) 15,058,412 13,772,741 14,802,376

総資産額 (千円) 25,073,021 27,220,305 27,316,221

１株当たり四半期(当期)純損失金額
(△)

(円) △8.68 △18.79 △25.88

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.8 46.3 49.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第46期第１四半期連結累計期間及び第47期第１四半期連結累計期間並びに第46期連結会計年度の潜在株式調

整後１株当たり四半期(当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期(当

期)純損失であるため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

第１四半期連結累計期間において、当社グループの営む事業の内容について大きな変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)業績の状況

当社グループの主要事業に関する市場環境は、絶えず変化しています。

モバイルデータソリューション事業のうち、犯罪捜査機関等向け(フォレンジック事業)が属するデジタルフォ

レンジック市場につきましては、各国行政機関の安全保障に対する意識の高まり、デジタル化の進展及び犯罪捜

査手法の進化等に伴い、需要の形を変えながら、引き続き成長が見込める環境にあります。

また、携帯端末販売店向け(モバイルライフサイクル事業)が属するモバイルデバイスライフサイクル市場につ

きましては、携帯端末販売店の役割は多様化・複雑化しており、顧客に対して広範なコミュニケーションが求め

られています。また、MVNO等の登場により通信事業者間の競争環境も変化しており、携帯端末販売店の顧客満足

度を高める動きは継続される環境にあります。

エンターテインメント関連事業が属するパチンコ市場につきましては、規制等による依存（のめり込み）対策

が検討されるなど、先行き不透明な状況が続いており、設備投資、新規出店や店舗改装を先送りする傾向が継続

しております。

また、その他事業につきましては、IoT、AR等の最新技術やビッグデータ等を活用していく社会的な流れの中

で、将来の成長、競争力の強化に向けて、下記の取組みを進めております。

・2017年７月に、スマートグラスと業務ソフトウエアをワンストップで提供する「AceReal」を用いて、実際の

教育現場での環境を模した実証テストを藤田保健衛生大学と行いました。引き続き医学教育現場に貢献でき

るソリューションの開発を進めております。

・PlayStationVR向けに「DARK ECLIPSE（ダークエクリプス）」を開発しており、“PlayStationVR”ライン

ナップ紹介トレーラーに採用されるなど、VR技術の蓄積を進めております。

・ペルーにおいて、サトウキビ畑の水がめやポンプ等の灌漑設備をIoT化し、水量データを収集しながら、実証

実験を行っております。

平成30年３月期第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高につきましては、主力事業のモバイルデータソ

リューション事業とエンターテインメント関連事業の売上高が前年同期を上回り69億46百万円（前年同期比

21.1％増）となりました。

各利益については、モバイルデータソリューション事業における販売人件費及び研究開発費の増加並びにAR、

VR等の新規事業に関連する研究開発費等の増加により、営業損失３億65百万円（前年同期は１億38百万円の損

失）、経常損失３億92百万円（前年同期は１億76百万円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失４億23百

万円（前年同期は１億94百万円の損失）となりました。
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当社グループでは、事業内容を２つのセグメント及びその他に区分しております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

①モバイルデータソリューション事業

 
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 2,713 2,944 230 8.5

セグメント損失（営業損失） △101 △450 △349 ―
 

売上高は、前年同期に比べ、モバイルライフサイクル事業は低調に推移したものの、フォレンジック事業にお

ける製品・サービスの販売が好調に推移したことにより、全体として増収となりました。

セグメント損益は、販売増加による増益があったものの、販売人件費や研究開発費が増加したことにより、損

失の幅が拡大しました。

 
②エンターテインメント関連事業

 
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 2,520 3,581 1,061 42.1

セグメント利益（営業利益） 276 558 282 102.1
 

売上高及びセグメント損益は、前年同期に比べ、遊技機メーカー向けの遊技機部品の販売が大幅に上回ったこ

とにより、増収増益となりました。

 
③その他事業

 
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 500 421 △79 △15.9

セグメント損失（営業損失） △124 △218 △94 ―
 

売上高は、M2M通信機器の販売減少により、前年同期を下回りました。

セグメント損益は、販売の減少による減益に加え、「AceReal」や「DARK ECLIPSE（ダークエクリプス）」の

開発等、将来の事業成長に向けた研究開発活動が本格化し、費用が増加したことにより、損失の幅が拡大しま

した。

 
(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

(当社グループの対処すべき課題)

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(株式会社の支配に関する基本方針)

① 基本方針の概要

当社は、企業価値の源泉を最大限に活用し、事業の継続的かつ持続的な成長の実現を通じて、企業価値を最大化

することを基本方針として経営を進めてまいりました。従って、当社は当社の財務および事業の方針の決定を支配

する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆

様の利益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。

当社の株式は金融商品取引所に上場されていることから、資本市場において自由に取引されるべきものであると

考えております。したがって株式の大量買付行為であっても、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に資する

ものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う株式の大量買付行為

の提案に応じるかどうかの判断は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべきものと考えています。
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しかしながら、株式の大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすものや、株主に株式の売却を事実上強要する恐れのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買

付けの条件・方法等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提示するための十分な時間や情報を

提供しないもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。このような

大量買付行為を行おうとする者に対して、必要かつ相当な対応措置を講じて、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保する必要があると考えています。

　

② 基本方針の実現のための取組みの概要

当社は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を向上させ、多様な投資家の皆様からの投資に繋がり、結果的に

上記の基本方針の実現に資すると考え、次の取組みを実施しています。

イ．財産の有効活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

・中長期的な経営戦略による企業価値向上への取組み

当社グループは、社会の公器として法令順守はもちろん、責任ある企業活動を行うと同時に、チャレンジ精

神が薄れないよう、斬新な発想そして次代の成長の原動力を大切にし、常に新たなビジネスに挑戦する精神を

持ち続けております。この「挑戦する精神」こそ、当社企業価値の源泉と考えております。

「情報通信＆エンターテインメント」分野において、「ナンバーワン戦略」と「新規事業への積極的な挑

戦」により、安心や安全につながる便利な機能やたのしさなどの豊かな心を社会に提供することで、「企業価

値の向上」を図ります。各分野で挑戦を通じ蓄積してまいりました経営資源を融合し、世界に通用する最先端

技術を活用した新たな価値の創造に挑戦し続けます。

当社グループは、「情報通信とエンターテインメントへの集中」、「企業価値の向上を図る」、「ベン

チャー精神で自ら行動する」を経営方針に掲げ、株主・取引先・従業員等すべてのステークホルダー（利害関

係者）の期待に応えるべく、中長期的な経営戦略として以下の３点の取組みを推進しております。

(1) 情報通信（セキュリティ、コンテンツ、通信）関連分野での新たな顧客価値の創造

(2) エンターテインメント（遊技機）関連分野でのシェア拡大

(3) グローバル市場におけるビジネス構築及び拡大

・コーポレート・ガバナンスの強化に関する取組み

当社は、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるために必要かつ有効な仕組みとして、コーポレー

ト・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

当社は、監査等委員会設置会社の制度を採用しております。独立性を有する社外監査等委員２名を含む３名

で構成される監査等委員会により取締役の業務執行の監査が行われています。

また、経営判断にあたっては、顧問として就任されている外部有識者、弁護士等の法律・会計専門家からの

意見を聴取する等、経営の客観性の確保と向上に努めております。

当社は、株主をはじめとするステークホルダーの権利・利益を尊重し、企業の社会的責任を忘れることな

く、今後も企業理念や高い倫理観に基づき、法令や社会的規範を遵守することは当然のこととし、社会に貢献

できる企業であり続けるために、継続してコーポレート・ガバナンスのさらなる強化に努めてまいります。

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって、当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

当社は、基本方針に照らし、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない株式の大量買付行

為を行う者に対しては、大量買付行為の是非を株主の皆様に適切に判断いただくために必要かつ十分な情報の

提供を求め、あわせて取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、

金融商品取引法、会社法その他関係法令等の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。
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③ 上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社は、上記②イ．に記載した財産の有効活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な

取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的な取組みであり、当社の基本方針に

沿うものです。

また、上記②ロ．に記載した基本方針に照らして不適切な者によって、当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組みについても企業価値ひいては株主共同の利益を確保する目的で、関係法令等の

許容する範囲内で株主の皆様に適切に判断いただくための時間と情報の確保に努めるなどの取組みであり、当社の

企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではありません。

従って、上記②の取組みは基本方針に沿うものであり、当社役員の地位維持を目的とするものではありません。

　

(3)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、15億３百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,520,400 22,530,400
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 22,520,400 22,530,400 ― ―

 

(注) 提出日現在の発行数には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 22,520,400 ― 999,888 ― 1,013,356

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成29年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 900
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,516,500
 

 225,165
 

―

単元未満株式 普通株式 3,000
 

― ―

発行済株式総数  22,520,400
 

― ―

総株主の議決権 ―  225,165
 

―
 

 

② 【自己株式等】

  平成29年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
サン電子株式会社

愛知県江南市古知野町
朝日250番地

900 ― 900 0.0

計 ― 900 ― 900 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,916,525 12,001,116

  受取手形及び売掛金 4,911,049 5,593,784

  電子記録債権 12,602 24,696

  リース投資資産 33,020 28,839

  製品 1,018,307 1,167,161

  仕掛品 457,783 342,394

  原材料 1,038,265 1,133,815

  繰延税金資産 157,878 145,015

  その他 1,015,384 1,085,003

  貸倒引当金 △180,146 △224,472

  流動資産合計 21,380,670 21,297,353

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 1,295,554 1,295,554

   その他（純額） 1,772,489 1,893,787

   有形固定資産合計 3,068,043 3,189,341

  無形固定資産   

   のれん 582,295 518,870

   その他 36,039 34,576

   無形固定資産合計 618,335 553,447

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,202,403 1,402,686

   繰延税金資産 513,566 553,297

   その他 1,063,245 747,417

   貸倒引当金 △530,043 △523,239

   投資その他の資産合計 2,249,171 2,180,162

  固定資産合計 5,935,550 5,922,951

 資産合計 27,316,221 27,220,305
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,547,896 3,619,086

  短期借入金 1,950,000 1,950,000

  1年内返済予定の長期借入金 44,998 45,139

  リース債務 48,266 46,831

  未払費用 1,705,985 1,559,066

  未払法人税等 248,334 277,928

  前受金 26,250 16,994

  前受収益 4,291,206 4,511,415

  繰延税金負債 ― 43,276

  賞与引当金 1,057,355 661,879

  製品保証引当金 21,084 20,306

  その他 76,269 221,014

  流動負債合計 12,017,646 12,972,939

 固定負債   

  長期借入金 100,139 89,311

  リース債務 37,098 25,931

  長期未払金 10,110 10,110

  繰延税金負債 252,586 253,216

  再評価に係る繰延税金負債 9,920 9,920

  役員退職慰労引当金 29,726 28,234

  退職給付に係る負債 53,395 54,679

  資産除去債務 3,220 3,220

  固定負債合計 496,197 474,623

 負債合計 12,513,844 13,447,563

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 999,888 999,888

  資本剰余金 474,594 457,383

  利益剰余金 11,487,827 10,616,987

  自己株式 △314 △314

  株主資本合計 12,961,996 12,073,945

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,235 11,404

  繰延ヘッジ損益 △2,992 98,248

  土地再評価差額金 △434,203 △434,203

  為替換算調整勘定 1,087,342 855,026

  その他の包括利益累計額合計 651,382 530,476

 新株予約権 770,004 789,446

 非支配株主持分 418,993 378,873

 純資産合計 14,802,376 13,772,741

負債純資産合計 27,316,221 27,220,305
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 5,734,728 6,946,987

売上原価 2,640,960 3,457,212

売上総利益 3,093,768 3,489,775

販売費及び一般管理費 3,231,796 3,855,374

営業損失（△） △138,028 △365,599

営業外収益   

 受取利息 21,643 26,258

 受取配当金 9,386 12,650

 為替差益 23,145 ―

 その他 1,400 1,252

 営業外収益合計 55,575 40,161

営業外費用   

 支払利息 10,204 2,013

 為替差損 ― 10,639

 持分法による投資損失 84,193 54,537

 営業外費用合計 94,398 67,189

経常損失（△） △176,851 △392,627

特別利益   

 投資有価証券売却益 5,408 ―

 新株予約権戻入益 ― 433

 特別利益合計 5,408 433

特別損失   

 固定資産除却損 0 849

 投資有価証券売却損 338 ―

 特別損失合計 338 849

税金等調整前四半期純損失（△） △171,780 △393,043

法人税、住民税及び事業税 47,073 63,277

法人税等調整額 △15,652 △3,967

法人税等合計 31,420 59,309

四半期純損失（△） △203,201 △452,353

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △8,303 △29,209

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △194,898 △423,144
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △203,201 △452,353

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △12,852 10,169

 繰延ヘッジ損益 75,382 107,369

 為替換算調整勘定 △563,373 △302,969

 持分法適用会社に対する持分相当額 △11,784 54,803

 その他の包括利益合計 △512,627 △130,626

四半期包括利益 △715,828 △582,980

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △683,977 △544,049

 非支配株主に係る四半期包括利益 △31,851 △38,930
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　 　保証債務

　　　当社は、リースにより製品を販売する顧客のリース契約に関して、一部買取保証を行っております。その保証

額は次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

リース買取保証額 20,806千円 17,299千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年６月30日)

減価償却費 107,462千円 109,434千円

のれんの償却額 60,029千円 41,930千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 449,241 20 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金
 

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日
定時株主総会

普通株式 450,389 20 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金
 

　

EDINET提出書類

サン電子株式会社(E02070)

四半期報告書

14/18



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
モバイルデー
タソリュー
ション事業

エンターテイ
ンメント関連
事業

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高       

外部顧客への売上高 2,713,599 2,520,314 500,814 5,734,728 ― 5,734,728

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 4,816 ― 4,816 △4,816 ―

計 2,713,599 2,525,130 500,814 5,739,545 △4,816 5,734,728

セグメント利益又は損失(△) △101,350 276,573 △124,141 51,082 △189,111 △138,028
 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、M2M通信機器及びM2Mソリューショ

ン並びにコンテンツ配信サービスを含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△189,111千円には、セグメント間取引消去156千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△189,267千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
モバイルデー
タソリュー
ション事業

エンターテイ
ンメント関連
事業

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高       

外部顧客への売上高 2,944,327 3,581,597 421,063 6,946,987 ― 6,946,987

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 3,757 ― 3,757 △3,757 ―

計 2,944,327 3,585,354 421,063 6,950,744 △3,757 6,946,987

セグメント利益又は損失(△) △450,560 558,922 △218,841 △110,480 △255,119 △365,599
 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、M2M通信機器及びIoTソリューショ

ン並びにコンテンツ配信サービスを含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△255,119千円には、セグメント間取引消去1,235千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△256,354千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

　　１株当たり四半期純損失金額(△) △８円68銭 △18円79銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)
(千円)

△194,898 △423,144

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純損失金額(△)(千円)

△194,898 △423,144

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,462 22,519

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―  ―

 

(注) 前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月10日

サ ン 電 子 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

 

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　　北　　尚　　史   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山　　田　　昌　　紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサン電子株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サン電子株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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